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１．はじめに 

 総務省は、統一的な基準による財務書類の作成や固定資産台帳の整備などを

進めるため、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」

を公表し、全ての地方公共団体において、原則として平成２７年度から平成２

９年度までの３年間で、新たな基準による財務書類等の作成を行うことになり

ました。 

 斜里町では、平成２７年度決算分まで「総務省方式改訂モデル」を採用し、

財務書類を作成してきましたが、平成２８年度決算から「統一的な基準」によ

る財務書類を作成し、町の資産の把握や財政状況の分析に努めています。 

２．対象となる会計の範囲及び作成基準日 

○対象となる会計の範囲

一般会計等
財 務 書 類

全 体
財 務 書 類

一般会計

国立公園内森林保全事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計

水道事業特別会計

病院事業特別会計

法非適用 公共下水道事業特別会計

会　　計　　名

公

営

企

業

会

計

法 適 用

 普通会計

公営事業会計

○作成基準日

会計年度の最終日である令和６年３月３１日

出納整理期間（令和６年４月１日から５月３１日まで）の収入や支出につい

ては、作成基準日までに終了したものとして処理します。 
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３．財務書類の解説 

○貸借対照表（バランスシート）

貸借対照表は令和５年度末（令和６年３月３１日）において、町が保有し

ている「資産」とその資産をどのような財源（「負債」・「純資産」）で賄って

いるかを表しています。 

表の左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」（将来世代の

負担）と、資産と負債の差額である「純資産」（これまでの世代の負担）に分

けて対象表示したものです。 

内容の説明 

固定資産・・・事業用資産（庁舎、学校、文化センター等）とインフラ資産（公

園、道路、排水路等）に分けられ、将来の世代に引き継ぐ社会資

本や水道事業への出資金などの投資その他の資産の合計 

流動資産・・・資金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や税等の

未収金、貸付金、財政調整基金等の積立金、基金など将来現金化

することが可能な財産 

固定負債・・・流動負債に計上した公債の残額や、退職給付（手当）引当金など

将来の世代の負担となるもの 

流動負債・・・１年以内償還予定公債や、その他賞与引当金、預り金など 

純 資 産・・・過去の世代や、国・道が負担した将来返済しなくてもよい財産 

○行政コスト計算書

令和５年度１年間の経常的な行政活動のうち、福祉サービスや一般廃棄物の

収集処理にかかる経費など、資産形成につながらない行政サービスに要したコ

ストと、その財源となる使用料や手数料などの収入の関係を表し、企業会計に

おける損益計算書にあたるものです。 

 減価償却費など非現金コストについても計上し、経常費用合計から経常収益

合計を差し引いたものが令和５年度の純行政コストとなります。 

内容の説明 

人件費・・・・・・・・職員給与費や議員報酬、退職手当引当金繰入額など 

物件費等・・・・・・・備品や消耗品、施設などの維持補修の費用、社会資本の経

年劣化等に伴う減少額（減価償却費）、委託料や借上料など 

その他の業務費用・・・公債（町債）償還の利子など 

移転費用・・・・・・・町民や各団体などへの補助金や児童手当等の社会保障関係

給付など 

経常収益・・・・・・・使用料・手数料などのサービスの提供に対する収入など 
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○純資産変動計算書

令和５年度の純資産（国・道や過去及び現世代が負担した将来返済が不要な

財産）の変動額を明らかにし、どのような財源や要因により増減したのかを表

しています。 

内容の説明 

純行政コスト（△）・・行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対す

るコストの財源不足額 

財源・・・・・・・・・町税、地方譲与税などの税収等や、国道等補助金など行政

コスト計算書に計上されない財源

固定資産等の変動・・・有形固定資産等の増加と減少や貸付金・基金等の形成と取

崩しの額 

資産評価差額・・・・・固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損

との差額 

無償所管換等・・・・・無償で譲渡または取得した、固定資産の評価額 

○資金収支計算書

令和５年度における行政活動に伴う現金などの資金の増減を、性質の異なる

三つの活動「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」に区分し、金

額を表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表していま

す。 

内容の説明 

業務活動収支・・・行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入や支出されるもの 

投資活動収支・・・学校、道路、公園などの資産形成や、投資、貸付金等の収入や

支出など 

財務活動収支・・・公債（町債）、借入金等の借入れ（収入）や償還（支出）など 
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４．財務書類 

令和５年度 

財務４表 



】 【負債の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴

【

収不能引当金

資産合計

様

固定負債

地方債

長期未

式

払金

退職手当引当金

損

第

失補償等引当金

その他

１

流動負債

１年内償還予

号

定地方債

未払金

未払費

】

用

前受金

前受収益

賞与

科

等引当金

預り金

その他

目

負債合計

【純資産の部

金

】

固定資産等形成分

余

額

剰分（不足分）

純資産

科

合計

負債及び純資産合

目

計

36,457,17

金

7

34,299,15

額

0

18,644,77

斜

0

3,149,991

里

2,538,013

3

町

5,435,913

△

 

24,033,910

令

19,320,357

和

△17,819,41

 

1

0

0

0

0

0

0

0

0

5

5

3,817

15,24

年

6,702

3,384

度

,192

4,597,

一

009

△3,247,

般

692

31,161,

会

834

△20,695

計

,841

0

0

47,2

等

01

3,428,56

貸

3

△3,020,88

借

5

85,738

85,

対

738

0

2,072,

照

289

228,301

表

214,602

13,

（

699

0

0

11,86

令

6

165,763

1,

和

667,801

860

0

,254

807,54

6

7

0

△1,443

1,

年

828,547

377

 

,614

4,518

0

3

1,446,416

1

月

,446,416

0

0

3

0

0

38,285,7

1

24

11,535,0

日

48

10,212,8

現

79

516,185

8

在

05,985

0

0

1,

）

252,155

1,1

（

03,273

39,9

単

84

0

0

0

77,23

位

9

31,660

0

12

：

,787,204

43

千

,802,598

△1

円

8,304,077

2

）

5,498,520

3

【

8,285,724

資産の部
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与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出

【

金

その他

経常収益

使用

様

料及び手数料

その他

純

式

経常行政コスト

臨時損

第

失

災害復旧事業費

資産

２

除売却損

投資損失引当

号

金繰入額

損失補償等引

】

当金繰入額

その他

臨時

科

利益

資産売却益

その他

目

純行政コスト

9,13

金

9,987

5,378

額

,457

1,504,

斜

781

374,126

里

77,239

805,

町

985

247,431

 

3,830,711

1

令

,933,712

16

和

7,514

1,724

 

,983

4,502

4

5

2,965

21,85

年

1

0

21,114

3,

度

761,530

2,6

一

00,110

553,

般

664

603,370

会

4,386

368,5

計

12

206,420

1

等

62,092

8,77

行

1,475

10,55

政

6

0

10,556

0

0

コ

0

18,496

18,

ス

496

0

8,763,

ト

535

計算書
自　令和05年 4月 1日

至　令和06年 3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給
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 3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

25,444,803 43,912,124 △18,467,321

△8,763,535 △8,763,535

8,820,262 8,820,

【

262

7,050,9

様

63 7,050,96

式

3

1,769,298

第

1,769,298

5

３

6,726 56,72

号

6

△106,517 1

】

06,517

1,11

科

5,664 △1,11

目

5,664

△1,74

合

3,006 1,743

計

,006

637,10

固

1 △637,101

△

定

116,277 116

資

,277

△5,554

産

△5,554

2,54

余

5 2,545

0 0 0

5

剰

3,718 △109,

分

526 163,243

等

25,498,520

形

43,802,598

成

△18,304,07

分

7

（不足分）

斜里町 令和 5年度

一般会計等純資産変動計算書

自　令和05年 4月 1日

至　令和06年
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 3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】

　業務支出

　　業務費用支出

　　　人件費支出

　　　物件費等支出

　　　支払利息支出

　　　その他の支出

　　移転費用支出

　　　補助金等支出

　　　社会保障給付支出

　　　他会計への繰出支出

　　　その他の支出

　業務収入

　　税収等収入

　　国県等補助金収入

　　使用料及び手数料収入

　　その他の収入

　臨時支出

　　災害復旧事業費支出

　　その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

　投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

　　基金積立金支出

　　投資及び出資金支出

　　貸付金支出

　　その他の支出

　投資活動収入

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

　　貸付金元金回収収入

　　資産売却収入

　　その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

　財務活動支出

　　地方債償還支出

　　その他の支出

　財務活

【

動収入

　　地方債発行

様

収入

　　その他の収入

式

財務活動収支

本年度資

第

金収支額

前年度末資金

４

残高

本年度末資金残高

号

前年度末歳計外現金残

】

高

本年度歳計外現金増

科

減額

本年度末歳計外現

目

金残高

本年度末現金預

金

金残高

7,428,

額

092

3,666,562

1,470,836

2,154,622

斜

21,851

19,2

里

53

3,761,53

町

0

2,600,110

 

553,664

603

令

,370

4,386

9

和

,070,271

7,

 

054,363

1,6

5

47,407

206,

年

420

162,081

度

0

0

0

0

1,642,

一

180

1,764,1

般

86

1,127,08

会

5

622,808

37

計

8

13,916

0

27

等

3,217

121,8

資

91

102,716

1

金

1,076

37,53

収

4

0

△1,490,9

支

69

1,078,12

計

6

1,053,662

算

24,464

922,

書

632

922,632

自

0

△155,494

△

　

4,283

350,2

令

37

345,954

3

和

1,661

△2

31,

0

660

377,614

5年 4月 1日

至　令和06年
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業用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投

【

資損失引当金

長期延滞

様

債権

長期貸付金

基金

減

式

債基金

その他

その他

徴

第

収不能引当金

流動資産

１

現金預金

未収金

短期貸

号

付金

基金

財政調整基金

】

減債基金

棚卸資産

その

科

他

徴収不能引当金

繰延

目

資産

資産合計

【負債の

金

部】

固定負債

地方債等

額

長期未払金

退職手当引

科

当金

損失補償等引当金

目

その他

流動負債

１年内

金

償還予定地方債等

未払

額

金

未払費用

前受金

前受

斜

収益

賞与等引当金

預り

里

金

その他

負債合計

【純

町

資産の部】

固定資産等

 

形成分

余剰分（不足分

令

）

純資産合計

負債及び

和

純資産合計

46,32

 

9,689

43,87

5

1,768

19,16

年

7,270

3,151

度

,481

2,538,

全

013

37,214,

体

661

△25,359

貸

,874

19,394

借

,527

△17,87

対

0,086

0

0

0

0

0

照

0

255,184

△2

表

10,453

53,8

（

17

23,616,5

令

93

3,461,87

和

7

4,975,533

0

△3,352,917

6

50,824,946

年

△32,348,16

 

5

0

0

55,319

5

3

,263,030

△4

月

,175,126

93

3

,320

93,226

1

93

2,364,60

日

1

228,301

21

現

4,602

13,69

在

9

0

0

15,892

1

）

65,763

1,95

（

6,295

860,2

単

54

1,096,04

位

1

54

△1,705

2

：

,895,348

1,

千

316,047

128

円

,649

0

1,446

）

,416

1,446,

【

416

0

4,453

0

資

△218

0

49,22

産

5,036

17,27

の

5,530

15,29

部

2,491

516,1

】

85

1,061,43

固

8

0

405,416

1

定

,911,863

1,

資

641,972

116

産

,367

0

0

0

121

有

,864

31,660

形

0

19,187,39

固

3

54,475,00

定

4

△24,437,3

資

60

30,037,6

産

44

49,225,0

事

36
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与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その

【

他

経常収益

使用料及び

様

手数料

その他

純経常行

式

政コスト

臨時損失

災害

第

復旧事業費

資産除売却

２

損

投資損失引当金繰入

号

額

損失補償等引当金繰

】

入額

その他

臨時利益

資

科

産売却益

その他

純行政

目

コスト

13,241,

金

109

7,646,1

額

54

2,380,69

斜

3

1,067,833

里

121,864

805

町

,985

385,01

 

0

5,101,738

令

2,294,934

4

和

90,070

2,31

 

1,583

5,151

5

163,723

47,

年

474

380

115,

度

869

5,594,9

全

56

5,035,29

体

4

553,664

1,

行

492

4,506

1,

政

694,233

1,4

コ

08,728

285,

ス

505

11,546,

ト

877

10,556

0

計

10,556

0

0

0

1

算

8,496

18,49

書

6

0

11,538,9

自

37

　令和05年 4月 1日

至　令和06年 3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞
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31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

29,928,228 54,602,403 △24,674,175

△11,538,937 △11,538,937

11,651,362 11,651

【

,362

8,347,

様

273 8,347,2

式

73

3,304,08

第

9 3,304,089

３

112,425 112

号

,425

△124,3

】

90 124,390

1

科

,509,353 △1

目

,509,353

△2

合

,168,573 2,

計

168,573

675

固

,865 △675,8

定

65

△141,036

資

141,036

△5,

産

554 △5,554

2

余

,545 2,545

0

剰

0 0

109,416 △

分

127,399 236

等

,815

30,037

形

,644 54,475

成

,004 △24,43

分

7,360

（不足分）

斜里町 令和 5年度

全体純資産変動計算書

自　令和05年 4月 1日

至　令和06年 3月

- 
1
0
 -



31日

（単位：千円）

【業務活動収支】

　業務支出

　　業務費用支出

　　　人件費支出

　　　物件費等支出

　　　支払利息支出

　　　その他の支出

　　移転費用支出

　　　補助金等支出

　　　社会保障給付支出

　　　他会計への繰出支出

　　　その他の支出

　業務収入

　　税収等収入

　　国県等補助金収入

　　使用料及び手数料収入

　　その他の収入

　臨時支出

　　災害復旧事業費支出

　　その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

　投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

　　基金積立金支出

　　投資及び出資金支出

　　貸付金支出

　　その他の支出

　投資活動収入

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

　　貸付金元金回収収入

　　資産売却収入

　　その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

　財務活動支出

　　地方債償還支出

　　その他の支出

　財務活動収入

【

　　地方債発行収入

　

様

　その他の収入

財務活

式

動収支

本年度資金収支

第

額

前年度末資金残高

本

４

年度末資金残高

前年度

号

末歳計外現金残高

本年

】

度歳計外現金増減額

本

科

年度末歳計外現金残高

目

本年度末現金預金残高

金

11,081,30

額

7

5,437,157

2,348,107

2,979,535

47

斜

,472

62,043

里

5,644,151

5

町

,035,294

55

 

3,664

1,492

令

53,701

13,1

和

51,121

8,33

 

5,966

3,123

5

,307

1,408,

年

728

283,120

度

0

0

0

0

2,069,

全

814

2,163,2

体

39

1,487,37

資

3

661,572

37

金

8

13,916

0

39

収

9,665

185,9

支

24

127,475

1

計

1,076

37,53

算

4

37,655

△1,

書

763,574

1,4

自

86,605

1,46

　

2,141

24,46

令

4

1,267,732

和

1,267,732

0

0

△218,873

87

5

,366

1,197,

年

021

1,284,3

 

88

31,661

△2

4

31,660

1,31

月

6,047

 1日

至　令和06年 3月
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  資産評価及び固定資産台帳の手引き（平成２７年１月総務省）に定める評

価基準及び評価方法による。ただし、地方公営企業法が適用される会計（以

下、「企業会計」という。）については、地方公営企業会計基準による。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ①満期保有目的有価証券 

   償却原価法 

 

  ②満期保有目的以外の有価証券及び出資金 

    市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法に

よる。また、市場価格のないものについては、移動平均法に基づく原価法

による。 

 

  ③出資金 

    市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法に

よる。また、市場価格のないものについては、出資金額による。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

   減価償却資産について定額法を採用している。 

 

  ②無形固定資産 

   定額法を採用している。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

  ①徴収不能引当金 

   過去５年間の平均不納欠損率による。 

 

  ②退職手当引当金 

   期末自己都合要支給額により算定している。ただし、企業会計について

は企業会計の算定基準により計上している。 

 

  ③賞与引当金 

   翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する

本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上している。 
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（５）リース取引の処理方法 

  ①ファイナンス・リース取引 

   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

 

  ②オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

 

（６）連結資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（歳計現金）及び現金同等物（短期定期預金、出納整理期間中の取引

により発生する資金の受払い）を資金の範囲とし、直接法を採用している。 

 

（７）消費税等の会計処理 

  各会計基準により会計処理している。  

 

（８）連結対象会計の決算日が一般会計と異なる場合に連結のために特に行っ

た処理の概要：該当なし 

   

（９）その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項：該当なし 

 

 

２ 重要な会計方針の変更 

（１）会計処理の原則または手続きの変更と理由：該当なし 

（２）表示方法の変更：該当なし 

（３）連結資金収支計算書における資金の範囲の変更と理由：該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃：該当なし 

（２）組織・機構の大幅な改正：該当なし 

（３）地方財政制度の大幅な改正：該当なし 

（４）重大な災害等の発生：該当なし 

（５）その他重要な後発事象：該当なし 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

会計名 確定債務額 履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等で、貸借対照表未計上額 

一般会計 なし 斜里町浄化槽設置促進資金貸付要綱により水洗

化等の改造のため金融機関から借入を受けた資

金について金融機関が損失を受けた額 
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（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの：該当なし 

（３）その他重要な偶発債務：該当なし 

 

 

５ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる追加情報 

（１）財務書類の対象範囲 

  ①一般会計等財務書類の対象範囲 

   一般会計、国立公園内森林保全事業特別会計 

 

  ②全体財務書類の対象範囲 

   一般会計、国立公園内森林保全事業特別会計、国民健康保険事業特別会

計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別会計、水道事業特別会計、

病院事業特別会計、公共下水道事業特別会計 

 

（２）地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計

においては、出納整理期間における現金の受払い後の計数である。 

   なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けていない

会計との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受

払い等が終了したものとして調整している。 

 

（３）記載金額は、千円単位の表示を採用しており、端数整理により合計が一

致しない場合がある。 

 

（４）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 なし 

連結実質赤字比率 なし 

実質公債費比率 11.4％ 

将来負担比率 42.1％ 

 

（５）一般会計等の利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

・斜里町農業経営基盤強化資金利子助成要綱に第 4条に定める額 

 

（６）繰越事業に係る将来の支出予定額 

一般会計 773,748 千円 

公共下水道事業特別会計 38,800 千円 

 

（７）その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項：なし 

 

（10）減債基金に係る積立不足の有無及び不足額：該当なし 
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（11）一般会計への基金借入金の内容：該当なし 

 

（12）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎であ

る基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額   6,675,424 千円 

 

（13）地方公共団体の財政び健全化に関する法律における将来負担比率の算定

要素は、次のとおり。 

標準財政規模       6,113,941 千円 

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額     816,232 千円 

将来負担額      16,101,249 千円 

充当可能基金額      3,587,910 千円 

特定財源見込額      1,121,678 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  9,160,205 千円 

 

（14）地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上され

たリース債務金額：該当なし 

 

（15）基礎的財政収支   498,308 千円 

 

 

 

（16）資金収支計算書上、一時借入金の増減額は、含まれていない。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 3,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額 346 千円 

 

（17）重要な非資金取引 

①社債・株式の発行・取得など：該当なし 

②現物出資による団体の設立：該当なし 

③PFI による資産の取得：該当なし 

④資産の無償所得や交換：該当なし 
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５．財務書類分析の視点（全体財務書類）

計算式 R5 R4

住民一人当たり資産額
ＢＳ資産額÷住民基本台帳人口
（当該年度末人口）

4,648千円 4,583千円

歳入額対資産比率（年）

※これまでに形成されたストックと
しての資産が当該年度の歳入総額の
何年分に相当するかを示す。

ＢＳ資産額÷ＣＦ歳入合計額 3.3年 3.4年

有形固定資産減価償却率（％）

※町が有する償却資産が、耐用年数
に対して取得からどの程度経過して
いるかを示す。

ＢＳ有形固定資産減価償却累計額
÷ＢＳ取得価額等

70.7% 69.6%

純資産比率（％）

※現世代と将来世代の負担の割合を
示す。純資産の減少は将来世代への
負担を増加させることを意味する。

ＢＳ純資産額÷ＢＳ資産額 61.0% 60.5%

社会資本等形成の世代間負担比率
（％）
（将来世代負担比率）

※社会資本等形成に係る将来世代の
負担割合を示す。

ＢＳ（地方債残高+未払金）÷Ｂ
Ｓ（有形固定資産+無形固定資産+
出資金+基金+貸付金）

36.9% 35.7%

住民一人当たり負債額
ＢＳ負債額÷住民基本台帳人口
（当該年度末人口）

1,812千円 1,813千円

債務償還可能年数（年）

※実質債務が償還財源上限額の何年
分あるかを示す。当該能力は短いほ
ど高い。

ＢＳ（地方債残高+退職手当引当
金-充当可能基金）÷ＣＦ業務活
動収支の黒字部分（臨時収支分を
除く）

7.0年 7.2年

効率性
行政サービスは
効率的に提供さ
れているか

住民一人当たり行政コスト
ＰＬ純行政コスト÷住民基本台帳
人口（当該年度末人口）

1,090千円 1,099千円

弾力性
資産形成を行う
余裕はどのくら
いあるか

行政コスト対税収等比率（％）

※税収等のうち、どれだけが資産形
成を伴わない行政コストに消費され
たかを示す。また100％を超えると過
去から蓄積した資産が取り崩された
ことを意味する。

ＰＬ純行政コスト÷ＮＷ財源 99.0% 104.4%

自律性
歳入はどのくら
い税収等で賄わ
れているか

受益者負担の割合（％）

※行政サービスの提供に対する使用
料・手数料などの受益者負担の割合
を示す。

ＰＬ経常収益÷経常費用 12.8% 12.8%

持続可能性
（健全化）

財政に持続可能
性があるか（ど
のくらい借金が
あるか）

財政指標

資産形成度
将来世代に残る
資産はどのくら
いあるか

世代間公平性
将来世代と現代
世代の負担の分
担は適切か
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